
事業概要一覧 【様式２】
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所管局 消防局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算

総
務
部
総
務
課

消防団一般管理

C
 

内
部
管
理
事
業

消防団・堺市災害活動支援隊の施設及び人員
を活用して、市民の生命、身体、財産を火災か
ら保護するとともに災害を防除し、被害を軽減
する。

事業費(a)

主
な
内
訳

直接実施 13,674 20,427 15,068

補助金 800 798 797

34,424

コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。実施内容実施手法

所
属 事務事業名

総
務
部
総
務
課

消防庁舎維持管理事
業

直接実施

消防庁舎において、保守点検等委託業務を実
施する。また、消防車両等（消防艇含む）につ
いては、車検及び点検、適宜修理を実施する。
消防資機材についても同様である。

事業費(a) 309,831 276,944D
 

建
設
・
整
備
事
業

54,539 56,679
理
由
・
説
明

例年実施している業務委託や各種
資器材点検について、仕様見直し
等を図ることにより費用削減の余
地がある。

使用料・役務費等 33,781 36,112 34,413

人件費(b)

25,100 改善する余地がない

委託 用地借上 643 9,213
理
由
・
説
明

施設の長寿命化を図ることにより、
消防署所の建替え等の計画も見直
すことが可能である。

補助金 印刷製本等 30 111

負担金 人件費(b) 12,300 12,300

46,724

総
務
部
総
務
課

消防署所等施設整備事
業

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

管内情勢に応じた総合的・効果的な消防施設
及び中期的計画を策定し、それに基づき適正
な消防署所の配置、新設、建替え、改修等を行
う。

事業費(a) 298 1,128

12,300

指定管理
主
な
内
訳

設計等委託 298 455

12,300

総コスト(a)+(b) 12,598 13,428

12,300

中長期的な庁舎の改修計画を策
定し、修繕の重複等が発生しない
よう効率的に維持管理を実施する
ことにより、費用の削減が見込むこ
とができる。

補助金 設計委託等 12,144 8,354 18,418

負担金 人件費(b) 12,300 12,300 12,300

総コスト(a)+(b) 101,170 77,043 216,115

理
由
・
説
明

改善する余地がある

総
務
部
総
務
課

消防庁舎等改修事業

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

消防庁舎建設・改修基本計画に基づき改修等
を実施する。
建築都市局建築部建築監理課の施設点検調
査結果において要修理と判断されたものにつ
いて、順次改修を実施する。

事業費(a) 88,870 64,743 203,815 改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

施設修繕等 23,253 12,242 14,197 改善する余地がない

委託 改修等工事 53,473 44,147 171,200

351,575

12,300

総コスト(a)+(b) 322,131 289,244 363,875

指定管理
主
な
内
訳

光熱水・修繕料等 216,659 186,293 260,483

委託 維持管理委託料 59,391

補助金

負担金

改善する余地がない

理
由
・
説
明

当該事業の多くは条例に基づき支
出しており、改善の余地なし。

負担金

総コスト(a)+(b) 21,874 28,627 23,268

指定管理 消防団員報酬等 9,413 10,785 9,638

委託 2,730 7,818 3,576
物品等購入・維持
費

負担金 人件費(b) 8,200 8,200 8,200

改善する余地がある

改善する余地がある

改善する余地がない
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分類

所管局 消防局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。実施内容実施手法
所
属 事務事業名

■ ■

□ □

■

□

■

□ □

□ ■

■

□

□

■ ■

□ □

■

□

□

□ □

□ ■

■

□

□

総
務
部
人
事
課

消防局職員採用事務

C
 

内
部
管
理
事
業

直接実施

・新規消防職員の採用
・試験結果による選考
・採用試験説明会、ホームページ等によるPR
  活動の実施

事業費(a) 2,136 1,493

人件費(b) 2,460 2,430

役務費 945 580

608

274

122 76

795

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

指定管理

委託

補助金

負担金

C
 

内
部
管
理
事
業

委託

補助金

負担金

直接実施

指定管理

委託

指定管理

補助金

負担金

　消火栓以外の消防水利が存在しない空白地
を対象として、耐震性防火水槽を新規設置して
いる。
　また、既存の公設防火水槽のうち、耐用年数
５０年を経過したものを対象に、耐震補強工事
や劣化状況を把握するための調査設計業務を
実施している。

主
な
内
訳

需用費

使用料及び賃借料

委託料

総コスト(a)+(b) 4,596 3,923

改善する余地がある

改善する余地がない19,946

人件費(b)

理
由
・
説
明

　既に耐用年数である５０年を経過
した防火水槽であり、早急に対策を
講じる必要があるため。

3,674 24,000

施設等修繕等 1,537

事業費(a)

8,20012,300 8,200

23,700
経年防火水槽老朽
化対策

0

改善する余地がある

229 387 改善する余地がない

2,485

158

908

理
由
・
説
明

新型コロナウイルス感染防止のため、
手指消毒の徹底や受験者及び試験係
員の適切な距離の保持等、必要な措
置を行い、事業を円滑に進めたが、今
後の採用試験についても、感染状況に
応じて対応する必要があるため。

1,032

2,460

19,856

4,945

改善する余地がある

改善する余地がない

改善する余地がある

改善する余地がない

6

11,096

2,430 2,430

9,054

4,700 5,826

職員に対し必要とされる研修の精
査を行うことや研修方法についても
オンライン型を取り入れることなど
によりコスト削減を行える余地があ
るため。

理
由
・
説
明

4,635

9,048

853

7,756

8,901

1,191

6,750

2,430

25,461

警
防
部
警
防
課

消防水利整備事業

総コスト(a)+(b) 33,783 32,946 57,100

21,483 24,746 48,900

主
な
内
訳

防火水槽新規設置

1,216 1,200

総
務
部
人
事
課

消防局安全衛生健康
管理事業

事業費(a)

総コスト(a)+(b)

事業費(a)

研修役務費等

主
な
内
訳

研修参加負担金

総コスト(a)+(b)

C
 

内
部
管
理
事
業

直接実施

指定管理

委託

健康診断料

補助金

・消防庁に置かれる教育訓練機関等への職員
研修派遣
・職員の資格取得にかかる経費の支出
・外部講師による委託研修にかかる経費の支
出

・労働安全衛生法に基づく安全衛生管理体制
の整備充実
・健康診断等の健康管理及び感染予防対策に
かかる経費の支出

包布等クリーニング
手数料

消防局職員研修事業

総
務
部
人
事
課

人件費(b)

915

26,238

2,050 2,050

21,292

24,188 19,242 23,031

9,26412,882

4,453

主
な
内
訳

負担金

研修旅費

629 983 1,800
ワクチン予防接種
手数料

理
由
・
説
明

新型コロナウイルス感染症拡大防
止対策を含め、職員に対する安全
衛生対策は業務遂行上必須であ
り、改善する余地がないと考えられ
るため。

305 156 234

診断書取得費

人件費(b)

研修委託料

13,526

16 14

2,430

12,128 11,331

5,938

8,748

9,698
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分類

所管局 消防局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。実施内容実施手法
所
属 事務事業名
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直接実施

指定管理
C
 

内
部
管
理
事
業

委託

補助金

負担金

・救急隊員に質の向上のため症例検討会、集
中講義を開催し、講師を務めた医師等に対して
謝礼金を支払う。
・救急需要に対し即応できる体制を整備するた
め、使用する救急活動用消耗品を一元管理す
る資器材管理供給業務を委託する。
・市民に対し各種救命講習を実施し、市民によ
る応急手当の実施率を向上させる。

人件費(b)

需要費・備品購入
費

事業費(a)

総コスト(a)+(b) 35,038 37,638

報償費 368

3,000 3,000

10,099

32,038

理
由
・
説
明

・研修の開催方法を検討する。
・救急活動用消耗品の見直しによ
りコスト削減を行う。

2,199

8,491 4,863

3,000

23,626

28,752

18,000

改善する余地がある

改善する余地がない

322

救
急
部
救
急
課

救急活動事業

34,638 25,752

主
な
内
訳

委託料 19,278
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